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はじめに

エイズ対策は危機に直面しています。
ただし私たちには変革する力があります。

この報告書は、2024年末までの成果を示しています。その後、資金が急激に枯渇し、世
界のエイズ対策が危機に追い込まれる直前の段階です。コミュニティと各国政府の目覚まし
い努力によって、年間の新規HIV感染者数は2010年段階と比べると40%減少し、エイズ
関連の死亡者数は56%も減っていました。それでも、HIV予防には依然として大きなギャッ
プが存在し、2024年の年間新規HIV感染者数は130万人でした。その前の年と比べると、
状況はほとんど変わっていません。

2025年はレナカパビルの登場で幕を開けました。年2回の注射でHIV感染を予防できる新
しい長期作用型薬です。HIV対策の変革が期待できます。しかも、レナカパビルは数ある長
期作用型新薬の一例にすぎません。HIV予防の分野では、今後数年のうちに、年1回の注
射と月1回の錠剤が現実のものとなるでしょう。独占の克服と薬の価格の引き下げに向けて世
界がもう一度、力を合わせ必要な人すべてが新たな、しかも非常に効果的な予防ツールを利
用できるようになれば、HIVの新規感染をさらに大きく減らし、流行を抑えるHIV予防革命が
実現できるかもしれないのです。
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ところが、世界のHIV対策に最も大きく貢献してきた国が突然、資金を引き揚げたことから、
2025年の前半には世界中の治療・予防プログラムに大きな混乱が生じました。

低・中所得国の予防プログラムの80%は国際援助資金に支えられています。UNAIDSの分
析によると、資金援助が恒久的に途絶えてしまえば、2029年までに新たにHIVに感染する
人が600万人増え、エイズ関連の死亡者数は400万人増加するおそれがあります。一方で、
HIV感染の高いリスクに直面する人たちを犯罪者として扱う国の数は、UNAIDSが報告を開
始して以来、初めて増加しました。

それでも、コミュニティには復元力があります。エチオピアでは公的なシステムが崩壊に追い
込まれた段階で、若いボランティアたちがWhatsAppアプリでグループを作成して仲間の様
子を確認し、母親たちが子どもの治療を続けられるよう団結しました。若者の集団がコミュニ
ティラジオを使って健康情報を広く届けているのです。

HIV対策について、旧来の資金調達モデルを巡る合意は失われてしまったのかもしれません。
それでも国際社会はより持続可能な新たな道を切り開こうとしています。スペインのセビリア
で開かれた第4回開発資金国際会議（2025年6月30日～7月3日）では、債務救済や国際
租税協力、国際金融機関改革を求める国々の声に応え、グローバルなHIV対策への投資に
必要となる財政面での余裕を確保できるよう新たな経済的解決策の第一歩を踏み出そうとし
ています。

本報告書に含まれる60カ国の低・中所得国のうち25カ国は、2026年までに国内資金によ
るHIV対策支出を増やす方針を打ち出しています。国が主導し、持続可能で、包括的かつ
多部門にわたるHIV対策の将来像となるものです。

しかし、こうした変革は一夜にして実現できるわけではありません。財政の自立に向け、各
国が持続可能な改革計画を立て、主導していくには、世界の連帯と資金提供パートナーから
の新たなコミットメントが不可欠です。

そこまでたどり着ければ、驚くべき成果が期待できます。HIV対策はすでに2690万もの人
の命を救ってきました。HIV予防革命を進めることで公衆衛生上の脅威としてのエイズ終結
を果たし、より多くの命を救えるようになるのです。対策の費用対効果も向上します。世界が
新たな技術を取り入れ、効率の高いアプローチを採用すれば、HIV対策の年間費用は約70
億ドル削減できるとUNAIDSは試算しています。

エイズ対策はいいま、深刻な危機に追い込まれています。しかし、私たちには変革の力があ
ります。各国のコミュニティと政府、そして国連がこの課題に立ち向かっています。今こそ、
行動に移す時なのです。
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報告書要旨
（EXECUTIVE SUMMARY）

数十年にわたる努力の積み重ねと連帯により、現在の年間新規HIV感染者数とエイズ関連の
疾患による死亡者数は、過去30年以上で最も低い水準に抑えられている。2024年末時点
では、『公衆衛生上の脅威としてのエイズ終結』を2030年までに実現するという目標の達成
には、未だ不十分であったとはいえ、実現を可能にする手段と勢いは存在していた。国別に
みると成功事例の報告は増加し、各国政府はHIV対策に一段と大きな責任を担うようになっ
ていた。長期作用型の抗レトロウイルス注射薬をはじめ、新たな科学的成果も次々と報告さ
れている。

2024年末時点ではそんな状況だった。ところが2025年に入ると、突発的な財政的混乱が
大規模に発生し、低・中所得国のHIV対策プログラムは、長年にわたって積み上げてきた成
果を一気に失ってしまいかねない危機に追い込まれている。戦争や紛争、経済格差の拡大、
地政学的変化と気候変動によるショックなどが、世界のHIV対策に予測困難な不安定状況を
もたらし、多国間協力にも支障をきたしている。

UNAIDSの予測によると、米国の大統領エイズ救済緊急計画（PEPFAR）によるHIVの治
療と予防への支援が永久に中止されてしまえば、2030年までにエイズ関連の死亡者数はこ
れまでの予測より、400万人以上増え、新たにHIVに感染する人もさらに600万人以上増
加する可能性がある（1、2）。

2024年の年間新規HIV感染者数は推定130万人（100万～170万人）だった。2010年
当時と比べると、40%の減少になる（図0.1）。（注2）とりわけ世界のHIV陽性者人口の半数
が住むサハラ以南のアフリカでは、2024年の年間新規HIV感染者数が2010年当時と比べ
56%もの大幅な減少を達成した。2030年までに2010年比で新規感染者数が90%減少す
る見込みがある国は世界全体で5カ国で、そのうち4カ国がサハラ以南のアフリカ地域にある。

（注1）　UNAIDSデータは Annex 1参照。
（注2）　レソト、マラウイ、ネパール、ルワンダ、ジンバブエ

 サハラ以南のアフリカでは、
 抗レトロウイルス治療の普及などの成果で、
 2010年当時は56.5歳だった平均寿命が 
 2024年には62.3歳まで回復している。
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2024年の垂直感染による子供のHIV感染数は各国で減少し、年間12万人［8万2000～
17万人］になっている。2010年当時に比べると62%の減少で、1980年代以降では最も
少なくなった。2000～2024年の累計では、HIV垂直感染予防プログラムにより約440万
人の子供の新規HIV感染を防いでいる。

2024年にエイズ関連の原因で死亡した人は63万人［49万～82万人］であり、依然として
受け入れがたいほど高い数値ではあるが、2010年当時と比較すると54%減少している（図
0.2）。この成果は主に、無料のHIV検査サービスと大規模な治療提供によって可能になっ
た。エイズ関連の子供の死亡者数は、2010年に24万人［16万～34万人］だったのが、
2024年には7万5000人［5万～11万人］に減少した。

2024年には、世界のHIV陽性者4080万人［3700万～4560万人］のほぼ4分の3に相
当する77%［62～90%］が抗レトロウイルス治療を受け、73%［66～82%］はウイルス
量が抑制されていると推定される。公衆衛生における大きな成果というべきである。HIV陽
性者の60%以上が居住するサハラ以南のアフリカでは、抗レトロウイルス治療の普及をはじ
めとする様々な成果により、2010年当時は56.5歳だった域内の平均寿命が、2024年に
は62.3歳になっている（3）。

2024年までに達成した世界のHIV対策の成果がいま危機に追い込まれようとしている。

図0.1. 世界の年間新規HIV感染者数   
（1990～2024年、および2025、2030年ターゲット）

2010年当時より40%減少

● 2025年ターゲット　　● 2030年ターゲット ● 2025年ターゲット　　● 2030年ターゲット

2010年当時より54%減少

図0.2. 世界の年間エイズ関連死亡者数   
（1990～2024年、および2025、2030年ターゲット）

Source：UNAIDS epidemiological estimates 2025 （https://aidsinfo.unaids.org/）. Source：UNAIDS epidemiological estimates 2025 （https://aidsinfo.unaids.org/）.
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95-95-95ターゲットの達成が目前の地域もある。

図0.3. 検査と治療、ウイルス量抑制の95-95-95ターゲット達成に向けた地域別進捗状況（2024年）。

■ 自らのHIV感染を知っているHIV陽性者の割合　　■ 自らのHIV感染を知っている人のうち、抗レトロウイルス治療を受けている人の割合ゲット

■ 抗レトロウイルス治療を受け、体内のウイルス量が抑制されている人の割合

Source：UNAIDS epidemiological estimates 2025 （https://aidsinfo.unaids.org/）
Note：西欧・中欧・北アメリカ地域は、2024年の95-95-95ターゲットに向けた進捗状況に関するデータは保留となっている。 

世界全体 アジア・
太平洋地域

カリブ地域 東部・
南部アフリカ地域

東欧・
中央アジア地域

ラテンアメリカ地域 中東・
北アフリカ地域

西部・
中央アフリカ地域

西欧・中欧・
北アメリカ地域

国連加盟国は、2030年までに公衆衛生上の脅威としてのエイズ終結を実現することを約
束していた。この目標は2010年時点のデータを基準に、年間の新規HIV感染者数とエイ
ズ関連死亡者数を90%減らすことと定義されている。検査と治療に関する95-95-95ター
ゲットが達成できていれば、世界はエイズ終結のゴールに向けてほぼ順調に進んでいたこと
になる。（注3） 2024年末の時点で、世界のHIV対策は検査と治療に関するこうしたターゲッ
トの達成にこれまで以上に迫っていた。世界全体でみると、HIV陽性者の推定87%［69～
>98%］が自らのHIV感染を認識し、自らの感染を知っている人の89% ［71～>98%］ は
抗レトロウイルス治療を受けていた。そして、治療を受けている人の94%［75～>98%］ 
がウイルス量の抑制を果たしていたのだ（図0.3）。

HIVへの対応は目覚ましい成果を上げてきた。
ただし、その成果は均一なものではない。

資金が大きく削減される以前から、HIV対策の成果は地域によるばらつきが大きかった。HIV
検査と治療の普及率、そしてHIV陽性者のウイルス抑制に関しては、2024年までにすべて
の地域で改善はしているものの、東欧・中央アジアと中東・北アフリカには依然、大きな遅
れがみられ、アジア・太平洋地域でもさらなる努力が必要とされていた。

（注3）　このターゲットでは、2025年までにHIV陽性者の95%が自らのHIV感染を知り、HIV陽性と診断された人の95%が抗レトロ
ウイルス治療を開始し、抗レトロウイルス治療を受けている人の95%がウイルス量の抑制を果たすことを求めている。
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2024年時点では、HIV治療を必要としながら受けられない人が世界全体で920万人に達し
ていた。その半数はサハラ以南のアフリカ地域に居住し、また全体の4分の1はアジア・太
平洋地域の人たちだった。HIVの完治療法が確立されていない状況では、今後何十年にも
わたり、何百万という人たちが延命のためのHIV治療を続けなければならないのだが、現状
では資金不足によって数多くの治療プログラムが継続困難に追い込まれ、公平性の向上をは
かる努力もおぼつかなくなっている。

2024年にはHIV陽性の子供の半数以上（55%［40～73%］）が抗レトロウイルス治療を受
けている。2010年当時は17%［12～22%］だったことを考えれば大きく改善しているもの
の、それでもなお2024年時点で推定140万人［110万～180万人］ のHIV陽性の子供の
うち、62万人以上が抗レトロウイルス治療を受けられずにいる状態だ。HIV陽性者のうち子
供の占める割合は世界全体で3%なのに、2024年のエイズ関連の死亡者数では子供の死亡
が約12%を占めている。

2024年時点で、HIV陽性の男性が抗レトロウイルス治療を受けている割合は73%［57～
85%］で、依然として女性の陽性者の83%［66～97%］より低い。ウイルス量の抑制を維
持している人の割合も男性（69%［61～77%］）の方が女性（79%［71～88%］）より低
いままだった。治療サービスがHIV陽性者の大多数に届いている地域でも、キーポピュレーショ
ンの人たちは、HIV治療を受けている割合が低い傾向がある（4）。（注4）

推計によると10代の少女と若い女性（15～24歳）は、2024年の1年間で推定21万人［14
万～28万人］が新たにHIVに感染していた。特にサハラ以南のアフリカでは、彼女たちが
直面するHIV感染リスクが依然として、不均衡に高い状態のままであることを示している。
それなのに、10代の少女と若い女性をはじめとする若者向けの予防サービスはいま、資金
取り消しの対象となっているのだ（5）。

HIV対策の持続可能な成果を妨げている障壁や不平等の多くはいまも解消されずに残ってい
る。スティグマと差別、懲罰的な法律（図0.4）、ジェンダーの不平等、そして暴力が、HIV
予防とHIVに感染した人たちが安全で健康的な生活を送れるようにするための努力を妨げて
いるのだ。HIV感染の高いリスクに直面し、HIVに関連するスティグマと差別、暴力を受け
るおそれが強い思春期の少女や若い女性、キーポピュレーションの人たち、その他弱い立場
の人たちに対し、HIV関連のサービスと保護を提供する政治的意思を欠いている政府があま
りにも多い。

（注4）　キーポピュレーションには、セックスワーカー、ゲイ男性など男性とセックスをする男性、薬物注射使用者、トランスジェンダー
の人たち、刑務所その他閉鎖的な環境にいる人たちが含まれる。

 2024年時点で世界のHIV陽性者のうち 
 920万人がHIV治療を受けられずにいる。
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懲罰的な犯罪法を制定する国が、2024年には増えている。

図0.4. 差別的で懲罰的な法律がある国の数（2025年）

■ No　　■ Yes　　■ データなし

注：この数字には浮浪者取締法、公衆道徳法など、刑法以外の法律でキーポピュレーションおよび他の集団を犯罪者とみなし、適用したりしている国は含まれない。
Source：National Commitments and Policy Instrument, 2017‒2024 
（http://lawsandpolicies.unaids.org/）, supplemented by additional sources （see references in regional factsheets and http://lawsandpolicies.unaids.org/）

HIV感染の非開示・曝露・感染を
刑法に基づいて犯罪とみなし、訴追する

トランスジェンダーの人たちを
犯罪者とみなす

セックスワークに関するあらゆる側面を
犯罪として扱う

私的な場における同性間の性行為を
犯罪とみなす

少量の薬物所持を
犯罪とみなす

人びとがHIVに感染しやすくなる環境が多くの国で広がっている。HIV関連の人権、とりわけ
公衆衛生に関わる人権を攻撃するキャンペーンが展開され、少女・女性、およびキーポピュレー
ションに属する人びとを標的とすることがしばしばある（第1章参照）。

2010年当時と比べると2024年の年間新規HIV感染者数は、サハラ以南アフリカで
56%、カリブ海地域で21%、アジア・太平洋地域で17%減少した。逆に中東・北アフリカ
では94%、ラテンアメリカでは13%、東欧・中央アジアでは7%増加している。2010年
以降、少なくとも32カ国で年間の新規HIV感染者数が増加しており、2025年までに世界
全体の新規感染者数を37万人以下に抑えるという目標達成には大きく及ばない状態だ（第1
章、第3章参照）。

HIVプログラム、および保健・コミュニティシステムにおけるサービスの格差、あるいは機能
不全により、2024年には推定で12万人［8万2000～17万人］の子どもがHIVに感染して
いる。子どものHIV感染の大部分（約83%）が依然、サハラ以南のアフリカ地域に集中し
ていた。キーポピュレーションとそのセックスパートナーの間での感染は、サハラ以南のアフ
リカを除けば、年間の新規HIV感染の約80%、サハラ以南アフリカでも約25%を占めると
推定されているのに、多くの国のHIVプログラムで、キーポピュレーションとそのセックスパー
トナーへのサービス提供は軽視されたままになっている（6）。キーポピュレーションの人たち
の大多数は基本的なHIV予防サービスさえ受けられずにいたうえ、そのキーポピュレーション
の人たち向け予防サービスも外部支援に大きく依存してきた。それなのにこうした支援の多く
も2025年前半に停止されているのだ。
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体系的なショックがHIV対策全体を揺るがしている。

2024年末の状況はすでに楽観を許さなかった。さらにその後、低・中所得国におけるHIV
対策プログラムはすべてにまたがる体系的ショックに揺さぶられ、突然の資金削減や凍結の
ために、苦労して獲得してきたHIV対策の成果も危機に瀕している状態だ。

2025年の初めに米国政府がグローバルなHIV対策への資金の突然かつ大幅な削減を発表し
たことから、世界中のHIV対策プログラムが苦境に追い込まれている。米国の大統領エイズ
救済緊急計画（PEPFAR）は、2025年に43億米ドルの二国間支援を約束していた（7）。
そうした資金に基づくサービスが、米国の対外援助戦略の転換で一夜にして停止されてしまっ
たのだ。世界のHIV対策全体に大きな混乱が生じ、死亡率の上昇、新規HIV感染の急増、
そして最も一般的に使用されてきた治療薬の組み合わせに対する耐性ウイルスの発生などの
大きなリスクが各地で報告されてる。これまでの成果を維持し、流行の最拡大を防ぐには緊
急な行動と連帯の復活が必要になっている。

現在の資金不足の波はすでにサプライチェーンの不安定化を招いており、医療施設の閉鎖に
つながり、何千もの医療クリニックがスタッフ不足に陥っている。予防プログラムは後退し、
HIV検査も中断され、多くのコミュニティ組織がHIV活動の縮小または中止に追い込まれて、
重要なコミュニティシステムが機能しなくなっている（9）。

近代史上最悪のパンデミックの一つに対応するため、主要援助国と貧困国との間に築かれて
きた連帯が崩れ、他にも撤退する国が出てくことへの懸念もある。それが現実となり、この
まま資金削減と凍結が続くようなら（注5）、50年近くかけて得られたHIV分野の成果が覆され、
公衆衛生上の脅威としてのエイズ終結という目標の達成も危うくなっている。

HIVの負荷を大きく受けてきた国々にとって、PEPFARプログラムは生命線だった（7）。
2024年には8410万人にHIV検査の機会を提供し、2060万人のHIV治療を支援していた。
思春期の少女と若い女性230万人にHIV予防サービスを提供し、34万人以上の医療従事者
を直接支援していた（7, 8）。その支援の大幅な削減により、数十カ国のHIV対策の重要な
部分が大きな打撃を受けている。

HIV予防はとりわけ厳しい状況に追い込まれている。予防対策への政策的な優先順位が低
く、海外からの資金に頼ってきた国が多かったからだ。サハラ以南のアフリカ諸国はHIV予
防の約80%を外国からの資金援助に頼っており、カリブ諸国では66%、中東・北アフリカ
諸国でも60%が外部資金によって賄われている（10）。

（注5）　UNAIDSの分析によると、2010年以降、主要な二国間援助資金は米国を除いても77%減、多国間援助資金もグローバルファ
ンドを除くと24%減となっており、開発協力の優先順位が徐々に、しかし継続的に変化していることが示されている。政府開
発援助（ODA）の世界的な動向には、国家安全保障、気候変動対策、国内インフラ整備へと予算の優先順位が変更されて
いることが含まれる。この傾向はHIV対策を含むグローバルヘルス分野への資金がさらに削減される恐れが継続していること
を示唆するものでもある。
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 多くの国で、HIV予防対策の資金は、
 大部分が外部からの資金援助で賄われてきた。

コンドームプログラムへの資金提供が停止されたことが一つの大きな要因となり、コンドー
ムの調達、配布、使用がこの10年で減少している。東部および南部アフリカ地域では、
COVID-19パンデミックにより、自発的男性器包皮切除の実施が減少し、その状態からいま
なお立ち直れずにいる国もある（11）。曝露前予防（PrEP）など極めて効果の高い予防策
の利用者は、2024年時点で約390万人に達しているものの、それでも2025年ターゲット
の2120万人には遠く及ばない状態だ。キーポピュレーションの人たちを対象とした包括的な
予防サービスの利用者は、サービスを必要とする人の半数にも達していない。

世界全体で1390万人［1020万～1990万人］と推定される注射薬物使用者は、HIV対策
プログラムから取り残され続けてきた。とりわけ女性の注射薬物使用者は無視される傾向が
強い（12）。報告があった32カ国のうち、2025年までに国連が推奨するオピオイド作動薬
維持療法の普及率ターゲットに達した国はわずか2カ国だった。注射針・注射器の配布に関し
国連の目標を達成している国は、35カ国のうち13カ国のみにとどまっている。両方のターゲッ
トをともに達成していると報告した国はなかった。

2025年の資金削減により、多くの予防プログラムが危機に追い込まれている。PrEP（曝
露前予防薬）の入手が制限され、思春期の少女や若い女性を含むHIV新規感染予防活動の
縮小も報告されている（囲み記事参照）。PEPFARの支援を受けている数カ国で、自発的
男性器包皮切除プログラムが縮小または一時停止となっている。スティグマと差別、ジェン
ダーに基づく暴力をなくす活動への資金提供も停止されている。キーポピュレーションの人た
ちに向けた予防サービスは外部からの援助資金に大きく頼ってきたが、その支援の主要部分
が2025年初頭に停止されてしまった。

HIV検査キットや医薬品、検査サービス、バイタルデータ情報システムなどの供給にも混乱
が生じている。最前線の医療従事者、およびHIV検査サービスへの資金不足も深刻になって
いる。影響はHIV対策だけでなく、保健プログラム全体にも負担をかけている。

コミュニティ主導の組織やネットワークは40年以上にわたって、世界のHIV対策プログラムを
生み出し、推進することで、数え切れないほどの命を救ってきた。コミュニティが主導する対
策の成果と費用対効果は、増え続ける研究エビデンス（13, 14）によって明らかになってい
る。コミュニティ主導の組織は、とりわけピアサポートを中心にしたサービスにおいて、HIV
検査の普及、抗レトロウイルス治療のアドヒアランスとケアの継続率、ウイルス量抑制率の
向上に大きく貢献していることが報告され、複数の地域や国では垂直感染の減少が示されて
きた（15‒18）。ところが、いまは急激な資金不足によって、多数のコミュニティ主導型組織
およびその他の非政府組織が、HIV対策活動の縮小または中止に追い込まれている。

こうした事態が、公衆衛生上の脅威としてのエイズ終結を2030年までに実現するという世
界の共通目標の達成を極めて危うくしている。現在の混乱が生じるまでは、何とか手の届くと
ころまで来ていた努力が一気に失われてしまうのだ。
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 ナイジェリアにおけるPrEPアクセス 

最近の資金削減の状況下でも、UNAIDSにPrEP（曝
露前予防服薬）の提供状況を毎月、報告し続けている9
カ国の一つにナイジェリアがある。そのデータによると、
PrEPを受けている人の総数は大幅に減少し、なかで
も、ゲイ男性など男性とセックスをする男性のPrEP利
用者の減少が顕著になっている。

PrEP使用は依然として、特定の国に集中する傾向が
あり、2023年には世界の利用者の64%がアフリカ5
カ国で占められていた。（注6）　報告によると、ナイジェ
リアでは2024年11月時点のPrEP利用者数は約4万
3000人だったが、2025年4月には6000人以下に減
少している。

2024年に世界で開始されたPrEPプログラムの90%以
上がPEPFARの資金を得ていた。したがって、PrEP
プログラムは米国の資金削減の影響をとりわけ受けやす

い状況にあったといえる（8）。ナイジェリアの国家エイ
ズ支出評価の最新データによると、2021年にナイジェ
リアはPrEPプログラムの99.9%（2320万米ドル）を
PEPFARの資金で実施していた。また、2024年のナ
イジェリア向けのPEPFAR予算のうち約1500万米ド
ルがPrEPに充てられていた。そうした中で、2025年
の最初の数カ月の間にナイジェリアのPrEP利用者数は
85%以上も減少することになったのだ。

PrEPが利用困難になった背景には、PrEPプログラム
への技術支援が不足していたこと、PrEPの調達資金が
凍結または資金不足に陥ったこと、配送に影響を与える
物流上の課題、そして特にコミュニティ主導のサービス
提供における国内在庫へのアクセスの問題などが考えら
れる。またデータを解釈するには、資金削減がデータシ
ステム、特にサービスのモニタリング能力やPrEPの需
要推計に与える影響も考えておかなければならない。

図0.5. 報告期間中に少なくとも1回はPrEPを利用した人の数（人口集団別、ナイジェリア、2024年10月～2025
年4月）

■ ゲイ男性など男性とセックスをする男性　　■ セックスワーカー　　■トランスジェンダーの人たち　　■ 注射薬物使用者　　■ その他

Source：country-reported data through the monthly Global AIDS Monitoring platform （https://hivservicestracking.unaids.org/）.

2024年10月 2024年11月 2024年12月 2025年1月 2025年2月 2025年3月 2025年4月

（注6）　ケニア,ナイジェリア、南アフリカ、ウガンダ、ザンビア



12

力を合わせて前に進むしかない

各国の政府、コミュニティ、市民社会、資金拠出国、そしてそのパートナーは、早急に対応
策の再編を迫られている。当面の優先課題は、サービスの中断を防ぐこと、抗レトロウイル
ス薬やその他の必須HIV製品の供給網をまもり、HIVサービスの質を維持し、普及活動を続
けることだ。

それぞれの国が、地域機関や多国間機関の支援を得つつ、以下の方法で、プログラムと政
治面、財政面の持続可能性を対策に組み込む必要がある。

■　HIV検査、治療、予防のための持続可能なサービスを構築する。プライマリヘルスケアサー
ビスを活用し、コミュニティ主導の組織によるサービスを含め、治療と予防の普及に向け
た分化型サービスを提供する。

■ システムの強化（データとサーベイランスを含む）に向けて、コミュニティシステム、およ
びHIVサービスと保健その他の関連セクターへの統合に向けた投資を行う。

■ 国が主導し、かつ主体となって、包摂的かつ多部門にわたるHIV対策に取り組むため、
コミュニティが重要な役割を継続的に果たせるようなメカニズムを整備する。

■ スティグマと差別、ジェンダーの不平等、暴力など、HIVの予防・治療サービスへのアク
セスを阻む構造的な障壁に対処する。

■ パートナー間の暴力、安全でない性行為および合意のない性行為、HIV感染リスクを高
める行動など、ジェンダーに基づく暴力を助長する有害な社会規範に対処する。

HIVおよび公衆衛生上の優先事項に対し、永続的で多様な資金調達メカニズムが緊急に必
要とされている。資金の喪失により、低・中所得国の多くでHIVプログラムの脆弱性が露呈
することになった。同時にいま広がっている危機は、資金配分やパンデミック、気候変動、
紛争などによって予測される将来の事態に対し、HIV対策と保健システム全体をより強靭に
するための機会にすることもできる。

多くの国が、国内予算を増額することで、HIV対策プログラムを立て直そうとしている。財
政状況が厳しい中にあっても、これまでに25カ国が2026年のHIV対策国内予算の増額を
計画している。（注7）

UNAIDSの支援を受け、突然の資金不足に対処する戦略の策定に取り組んでいる国も多い。
2030年までに包摂的かつ多部門にわたる持続可能なHIV対策を政府主導で構築する戦略の
一環として、HIVプログラムへの国内投資を増やすHIV持続可能性ロードマップを策定する
国は30カ国を超えている（19）。

（注7）　2026年予算の動向予測について世界エイズモニタリングに報告があった60カ国のうち25カ国が、HIV関連国内予算の増額
を予定していると述べている。ブータン、ボリビア、ブラジル、ドミニカ共和国、ナミビア、パキスタン、モルドバ、タジキス
タン、東ティモール（5%未満の増）、アルジェリア、アゼルバイジャン、ベラルーシ、中央アフリカ共和国、キューバ、エジ
プト、ジョージア、カザフスタン、ケニア、ナイジェリア、タイ、タンザニア（5～10%増）、コンゴ民主共和国、エチオピア、
マリ、ニジェール（10%以上の増）。
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HIV対策および関連する保健・社会投資の資金調達が厳しくなっていることは、各国が財政
運営の余地を得られるようにする方策が不可欠なことを示している。そのためには税制改革
や債務削減策・戦略が必要になる。HIV対策は歴史的に見て、税金による国内資金と資金
拠出国からの助成の両方に頼ってきた。助成金は依然、不可欠であるとはいえ、より長期的
に将来を見据えれば、HIV対策を健康保険パッケージに組み込むことや、ドナーと開発銀行、
さらに民間セクターからの資金も組み合わせたブレンド型資金調達手段の活用など、多様なア
プローチが必要になる。

援助を受ける側にとって国内HIV対策資金の増額という選択肢は、すべての国で直ちに、あ
るいは平等に実現できるわけではない。このことを資金拠出国は認識する必要がある。過剰
債務や経済成長の鈍化、あるいは不十分な税制といった要因が重なり、多くの国、とりわけ
サハラ以南アフリカの国々では、国内HIV対策資金の増額に向けた財政的な余裕は限られて
いるからだ。エイズによって死亡する人が最も多かった2000年代の初期の状態に逆戻りしな
いようにするには、資金拠出国も引き続き連帯の姿勢を示し、国内HIV対策資金の段階的な
拡大に向けた努力を支援していかなければならない。



翻訳　公益財団法人エイズ予防財団


